






個人企業経済調査により集められた
回答内容は、統計法によって厳重に
保護されています。
回答内容は、統計法に定められている利用目的以外（例えば徴税資料など）
に使用することは、絶対にありません。

統計法では、正確な統計を作成するために、調査に回答する義務（報告の義務）
及びこれに反した場合の罰則が定められています。

調査に従事するもの（国の職員、民間
事業者など）には、統計法により守秘
義務が課されており、守秘義務違反
があった場合の罰則も定められて
います。

インターネット回答における通信は、すべて暗号化（ＳＳＬ/ＴＬＳ方式）されて
います。また、不正なアクセスなどの監視を24時間行っています。


